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（注）上記の中部支社は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して、縦覧に供す

る場所としております。 

  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月11日 

【四半期会計期間】 第50期第３四半期（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

【会社名】 株式会社大塚商会 

【英訳名】 OTSUKA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大塚 裕司 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 

【電話番号】 ０３（３２６４）７１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役兼上席執行役員 経理部長  若松 康博 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 

【電話番号】 ０３（３２６４）７１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役兼上席執行役員 経理部長  若松 康博 

【縦覧に供する場所】 株式会社大塚商会関西支社 

（大阪市福島区福島六丁目14番１号） 

  株式会社大塚商会中部支社 

（名古屋市中区丸の内三丁目23番20号） 

  株式会社大塚商会神奈川営業部 

（横浜市神奈川区金港町１番地４号） 

  株式会社大塚商会京葉営業部 

（千葉県船橋市葛飾町二丁目340番） 

  株式会社大塚商会北関東営業部 

（さいたま市中央区上落合八丁目１番19号） 

  株式会社大塚商会神戸支店 

（神戸市中央区磯上通八丁目３番５号） 

  株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

2010/11/10 19:02:4310682671_第３四半期報告書_20101110190217



 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第50期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期

第３四半期連結
累計期間 

第50期
第３四半期連結

累計期間 

第49期
第３四半期連結

会計期間 

第50期 
第３四半期連結 

会計期間 
第49期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（百万円）  321,923  348,976  93,763  104,681  429,927

経常利益（百万円）  12,467  14,630  1,221  2,101  16,427

四半期（当期）純利益（百万円）  6,893  7,961  544  903  8,782

純資産額（百万円） － －  100,715  106,201  102,779

総資産額（百万円） － －  191,938  207,563  198,076

１株当たり純資産額（円） － －  3,156.02  3,339.79  3,219.46

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 218.14  251.93  17.24  28.60  277.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 218.00  251.80  17.04  －  277.82

自己資本比率（％） － －  52.0  50.8  51.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 14,119  17,799 － －  15,982

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △4,061  △6,344 － －  △4,927

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △4,206  △4,194 － －  △5,417

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  33,020  40,067  32,806

従業員数（人） － －  8,334  8,284  8,278
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。      

２．当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含みます。  

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結会社からの派遣

社員は含んでおりません。   

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．当社から社外への出向者56名を除き、社外から当社への出向者11名を含みます。 

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結子会社からの派

遣社員253名は含んでおりません。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 8,284 ( ) 1,062

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 6,802 ( ) 727
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(1）生産実績 

 当社グループの主たる業務は、システム導入までのシステムインテグレーションとシステム導入後のサービス＆

サポート等であります。これらはお客様の注文に応じてサービス及びサポートを提供するものであり、受注形態も

多岐にわたっております。このため、数量の把握をはじめ生産概念の意義が薄く、生産実績を把握することは困難

でありますので、記載を省略しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．金額は仕入価額によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社グループの生産業務の内容は、ハードウェア及びソフトウェアの保守メンテナンスといったサポート業務が

主なものであり、個別受注生産の占める割合が少ないため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 

    至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）      41,160      120.0

 サービス＆サポート事業（百万円）                 21,333                   119.0

 その他の事業（百万円）  27  105.6

 合計（百万円）     62,520     119.6

 事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 

    至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）      54,710      120.6

 サービス＆サポート事業（百万円）                 49,567                   103.2

 その他の事業（百万円）  403  113.4

 合計（百万円）     104,681     111.6

２【事業等のリスク】
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当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

(1) 業績の状況   

 当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日～平成22年９月30日）におけるわが国経済は、外需主導により

景気が緩やかに回復してきましたが、夏場以降は急激な円高や株安、海外経済の減速等により景気回復に減速感

が見られ、先行きに対する不透明感も出てきました。 

 このような中で当社グループは、「ITでお客様の信頼に応え、オフィスを元気にする」を平成22年度のスロー

ガンに掲げて、コスト削減や生産性向上等のお客様の課題解決に繋がるシステム提案やサポート提案を積極的に

行い、情報システム需要の活性化に努めました。また、中小企業を含めた幅広い企業への訪問活動の強化、営業

スキルや提案力の向上により、お客様接点の強化を図りました。 

 この他、保守取得やサプライ、回線等のストックビジネスに注力し、オフィスサプライ通信販売事業「たのめ

ーる（*）」では、カタログVol.24（秋冬号）で約2,500品目の値下げを実施し、売上ボリュームの拡大を図りま

した。 

 以上の結果、取引顧客数と一顧客当たりの売上高が共に前年同期を上回り、当第３四半期連結会計期間の売上

高1,046億81百万円（前年同期比11.6％増）となりました。利益につきましては、売上高の伸長による売上総利

益の確保と販売費及び一般管理費の抑制により、営業利益19億24百万円（前年同期比68.7％増）、経常利益21億

1百万円（前年同期比72.1％増）、四半期純利益9億3百万円（前年同期比65.9％増）となりました。 

  

（システムインテグレーション事業）  

 コンサルティングからシステム設計・開発、搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供する

システムインテグレーション事業では、システム更新需要や好業績企業の需要を確実に掴み、売上高は547億10

百万円（前年同期比20.6％増）となりました。 

  

（サービス＆サポート事業）  

 サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入システム

や企業活動をトータルにサポートするサービス＆サポート事業では、オフィスサプライ通信販売事業「たのめー

る」を順調に伸ばし、売上高は495億67百万円（前年同期比3.2％増）となりました。 

  

（その他の事業）  

 その他の事業では、売上高は4億3百万円（前年同期比13.4％増）となりました。 

  

*  たのめーる＝MRO（Maintenance, Repair and Operation：消耗品・補修用品など、企業内で日常的に使 

               用されるサプライ用品のこと）事業の中核を担う事業ブランド。 

   

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

 総資産は「現金及び預金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて94億86百万円増加し、2,075億63百万

円となりました。 

  負債は「支払手形及び買掛金」、「賞与引当金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて60億64百万円増

加し、1,013億61百万円となりました。 

 純資産は剰余金の増加等により、前連結会計年度末と比べて34億22百万円増加し、1,062億1百万円となりまし

た。 

 この結果、自己資本比率は50.8％、１株当たり純資産は3,339円79銭となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べて99億99百万円減少し、400億67百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 営業活動に使用した資金は、税金等調整前四半期純利益18億51百万円、売上債権の減少94億66百万円等があり

ましたが、仕入債務の減少88億10百万円、法人税等の支払額37億99百万円等の支出により、76億69百万円（前年

同期比24.3%減）となりました。 

 投資活動に使用した資金は、有形固定資産の取得14億77百万円、ソフトウェアの取得7億18百万円等により、

23億18百万円（前年同期比107.4%増）となりました。 

 財務活動に使用した資金は、11百万円（前年同期比0.3%増）となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更

はありません。  

  

(5) 研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、30百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

 当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール エルエ

ルシー（FMR LLC）から平成22年８月20日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成22年８月

13日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認

できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

 その大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりであります。  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  112,860,000

計  112,860,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,667,020  31,667,020
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株  

計  31,667,020  31,667,020 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

  平成22年７月１日～ 

  平成22年９月30日  
 －  31,667  －  10,374  －  16,254

(6)【大株主の状況】

 氏名又は名称 住所  
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 城山トラス

トタワー  
2,010 6.35 

エフエムアール エルエルシー

（FMR LLC） 

米国 02109 マサチューセッツ州ボストン、デ

ヴォンシャー・ストリート82 

（82 Devonshire Street,Boston,Massachusetts 

02109,USA）  

8 0.03 
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

(7)【議決権の状況】

平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        65,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   31,594,300  315,943 － 

単元未満株式 普通株式         7,120 － － 

発行済株式総数  31,667,020 － － 

総株主の議決権 －  315,943 － 

平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大塚商会 
東京都千代田区 

飯田橋2－18－4 
 65,600   －  65,600  0.20

計 －  65,600   －  65,600  0.20

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  5,300  5,720  6,020  7,150  6,630  6,400  6,130  6,340  6,020

最低（円）  4,605  4,790  5,410  5,850  5,410  5,510  5,480  5,490  5,510
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

（1）新任役員 

該当事項はありません。 

（2）退任役員 

  

（3）役職の異動 

  

（4）執行役員に関する事項 

当社はコーポレートガバナンスの強化と、より一層の経営効率化を図るため、平成15年７月１日より執行役員

制度を導入いたしております。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの執行役員の異動は次のとおりであり

ます。 

① 新任執行役員 

 該当事項はありません。 

② 退任執行役員 

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役兼 

上席常務執行役員 
管理副本部長、環境管理室長 中嶋 克彦 平成22年４月30日 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役兼 

専務執行役員 

営業副本部長、マーケティ

ング副本部長、広域支店担

当 

営業副本部長、マーケティ

ング副本部長、αWeb事業部

長、広域支店担当 

片倉 一幸 平成22年７月１日

取締役兼 

上席執行役員 

監査室長、経営企画室長、

お客様相談室長、コンプラ

イアンス室長、ブランド戦

略室長 

監査室長、経営企画室長、

コンプライアンス室長、ブ

ランド戦略室長 

   

齋藤 廣伸 平成22年７月１日

役名 職名 氏名 退任年月日 

執行役員 
サポートセンター部門長、エデュケーショ

ンセンター長 
遠渡 明久 平成22年10月８日 
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③ 役職の異動  

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

執行役員 環境管理室長、社長室長 社長室長 安達 美雄 平成22年５月18日

上席執行役員 

システム部門長、本部SI統

括部長、システムプロモー

ション部長 

  

システム部門長、本部SI統

括部長、マーケティング企

画部長、統合SIプロモーシ

ョン部長 

広瀬 光哉 平成22年７月１日

上席執行役員 

TCソリューション部門長、

テクニカルソリューション

センター長、サービスセン

ター長、システムサポート

部担当 

  

TCソリューション部門長、

テクニカルソリューション

センター長、サービスセン

ター長、ODTセンター長、

αWebサポート部長、システ

ムサポート部担当 

桜井 実 

平成22年７月１日

TCソリューション部門長、

サポートセンター部門長、

テクニカルソリューション

センター長、サービスセン

ター長、システムサポート

部担当 

TCソリューション部門長、

テクニカルソリューション

センター長、サービスセン

ター長、システムサポート

部担当 

  

平成22年10月25日

執行役員 

プロダクトプロモーション

部長、共通基盤プロモーシ

ョン部長、たよれーるプロ

モーション部長  

プロダクトプロモーション

部長 
後藤 和彦 平成22年７月１日

執行役員 

通信ネットワーク部門長、

通信ネットワークプロモー

ション部長 

通信ネットワーク部門長 植野 弘治 平成22年７月１日

執行役員 

サポートセンター部門長、

エデュケーションセンター

長  

  

サポートセンター部門長、

たよれーるコールセンター

長、エデュケーションセン

ター長  

遠渡 明久 平成22年７月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四

半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,896 27,716

受取手形及び売掛金 69,605 ※4  70,540

有価証券 5,000 4,998

商品 16,158 14,191

仕掛品 ※3  540 1,179

原材料及び貯蔵品 969 1,065

その他 15,526 14,497

貸倒引当金 △773 △459

流動資産合計 141,923 133,729

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  24,771 ※1  25,399

その他（純額） ※1  22,999 ※1  20,864

有形固定資産合計 47,771 46,264

無形固定資産 5,748 5,604

投資その他の資産   

投資有価証券 5,625 5,824

その他 7,267 7,726

貸倒引当金 △726 △1,037

投資損失引当金 △46 △34

投資その他の資産合計 12,119 12,478

固定資産合計 65,639 64,347

資産合計 207,563 198,076
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  65,105 ※5  63,490

短期借入金 8,340 8,340

未払法人税等 2,376 2,516

賞与引当金 6,895 2,398

その他 15,346 15,548

流動負債合計 98,064 92,293

固定負債   

長期借入金 20 50

退職給付引当金 1,747 1,641

役員退職慰労引当金 541 483

その他 988 828

固定負債合計 3,297 3,004

負債合計 101,361 95,297

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,374 10,374

資本剰余金 16,254 16,254

利益剰余金 93,160 89,307

自己株式 △124 △123

株主資本合計 119,665 115,813

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 353 380

土地再評価差額金 △14,331 △14,331

為替換算調整勘定 △146 △122

評価・換算差額等合計 △14,123 △14,073

少数株主持分 659 1,039

純資産合計 106,201 102,779

負債純資産合計 207,563 198,076
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 321,923 348,976

売上原価 250,623 274,018

売上総利益 71,299 74,958

販売費及び一般管理費 ※1  59,073 ※1  60,817

営業利益 12,226 14,140

営業外収益   

受取利息 32 31

有価証券利息 22 12

受取配当金 69 40

受取家賃 160 163

持分法による投資利益 － 60

その他 174 256

営業外収益合計 459 564

営業外費用   

支払利息 91 70

持分法による投資損失 41 －

貸倒引当金繰入額 82 －

その他 1 4

営業外費用合計 218 74

経常利益 12,467 14,630

特別利益   

投資有価証券売却益 21 0

貸倒引当金戻入額 － 13

持分変動利益 5 －

特別利益合計 27 13

特別損失   

固定資産除却損 39 143

減損損失 11 43

投資有価証券評価損 81 4

関係会社整理損 － 37

貸倒引当金繰入額 73 170

その他 2 30

特別損失合計 207 429

税金等調整前四半期純利益 12,287 14,214

法人税等 ※2  5,257 ※2  6,182

少数株主利益 137 70

四半期純利益 6,893 7,961
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 93,763 104,681

売上原価 73,177 82,446

売上総利益 20,585 22,234

販売費及び一般管理費 ※1  19,444 ※1  20,310

営業利益 1,140 1,924

営業外収益   

受取利息 10 11

有価証券利息 5 3

受取配当金 9 11

受取家賃 53 56

持分法による投資利益 － 12

その他 75 104

営業外収益合計 155 199

営業外費用   

支払利息 29 22

持分法による投資損失 45 －

その他 0 0

営業外費用合計 74 22

経常利益 1,221 2,101

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 10

特別利益合計 － 10

特別損失   

固定資産除却損 4 56

減損損失 1 34

投資有価証券評価損 0 4

貸倒引当金繰入額 27 165

その他 1 －

特別損失合計 36 259

税金等調整前四半期純利益 1,184 1,851

法人税等 ※2  599 ※2  928

少数株主利益 40 19

四半期純利益 544 903
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,287 14,214

減価償却費 4,329 4,483

減損損失 11 43

貸倒引当金の増減額（△は減少） 262 3

受取利息及び受取配当金 △101 △72

有価証券利息 △22 △12

支払利息 91 70

持分法による投資損益（△は益） 41 △60

固定資産除却損 39 143

売上債権の増減額（△は増加） 8,571 1,105

たな卸資産の増減額（△は増加） 146 △1,223

仕入債務の増減額（△は減少） △4,446 1,685

投資有価証券売却損益（△は益） △21 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 81 4

関係会社整理損 － 37

持分変動損益（△は益） △5 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,112 154

その他 2,227 3,257

小計 24,603 23,834

利息及び配当金の受取額 154 110

利息の支払額 △72 △54

法人税等の支払額 △10,566 △6,090

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,119 17,799

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,736 △3,992

有形固定資産の売却による収入 11 －

ソフトウエアの取得による支出 △2,308 △2,255

投資有価証券の取得による支出 △17 △58

投資有価証券の売却による収入 51 157

子会社株式の取得による支出 － △490

長期貸付けによる支出 △123 △5

長期貸付金の回収による収入 140 124

その他 △79 176

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,061 △6,344

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △30 △30

配当金の支払額 △4,106 △4,104

その他 △70 △60

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,206 △4,194

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,850 7,260

現金及び現金同等物の期首残高 27,169 32,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  33,020 ※  40,067
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当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準の変更  

 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成

19年12月27日）を適用し、受注制作のソフトウェア等のうち、第１四半期連

結会計期間に着手した契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準（原則と

して、工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の場合については工

事完成基準を採用しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分する方法により算定しております。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法は、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合には、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

３．連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去 

 連結会社相互間の債権と債務を相殺消去するにあたり、当該債権の額と債

務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わ

ないで債権と債務を消去しております。 

 また、連結会社相互間の取引を相殺消去するにあたり、取引金額に差異が

ある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、一定の合理的な方法により

相殺消去しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あり、減損損失累計額を含んでおります。  

48,629 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あり、減損損失累計額を含んでおります。   

47,337

 ２ 偶発債務 

次の関係会社について、営業債務に対し債務保証を

行っております。 

 (0百万人民元)

欧智卡信息系統商貿(上海)有限公司  8 百万円

 ２ 偶発債務 

次の関係会社について、営業債務に対し債務保証を

行っております。 

(3百万人民元)

欧智卡信息系統商貿(上海)有限公司  41 百万円

※３ 損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に係

る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金 百

万円を相殺表示しております。  

305

       ───────────── 

         ───────────── 

  

※４  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しています。

当連結会計年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

  受取手形  483 百万円

※５ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化で

きる支払信託 百万円が含まれております。 14,717

※５ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化で

きる支払信託 百万円が含まれております。 12,824

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円23,114

賞与引当金繰入額  3,959

退職給付費用  1,778

役員退職慰労引当金繰入額  60

貸倒引当金繰入額  217

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円23,745

賞与引当金繰入額  4,425

退職給付費用  1,756

役員退職慰労引当金繰入額  56

貸倒引当金繰入額  124

※２  法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示して

おります。 

※２          同左 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,651

賞与引当金繰入額  2,321

退職給付費用  634

役員退職慰労引当金繰入額  17

貸倒引当金繰入額  △51

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,792

賞与引当金繰入額  2,643

退職給付費用  589

役員退職慰労引当金繰入額  18

貸倒引当金繰入額  △9

※２    法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示し

ております。 

※２          同左 
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      31,667千株   

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          65千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

   

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

 ５．株主資本の金額の著しい変動 

 前連結会計年度末に比べて株主資本の金額に著しい変動はありません。 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成21年９月30日現在) 

 現金及び預金 百万円28,075

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △755

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 4,997

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 702

 現金及び現金同等物  33,020

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成22年９月30日現在) 

 現金及び預金 百万円34,896

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △555

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 5,000

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 725

 現金及び現金同等物  40,067

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式 4,108 130.00  平成21年12月31日  平成22年３月29日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 45,366 48,041 355  93,763  － 93,763

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 39 59 471  570  △570 －

計 45,406 48,100 826  94,333  △570 93,763

営業利益又は営業損失（△） 1,948 964 16  2,929  △1,788 1,140

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 54,710 49,567 403  104,681  － 104,681

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 86 75 511  674  △674 －

計 54,797 49,643 915  105,356  △674 104,681

営業利益又は営業損失（△） 2,644 985 56  3,685  △1,761 1,924

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  170,970  149,604  1,348  321,923  －  321,923

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  144  205  1,407  1,756  △1,756  －

計  171,114  149,809  2,755  323,679  △1,756  321,923

営業利益又は営業損失（△）  12,139  5,449  46  17,635  △5,409  12,226

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 193,176 154,273 1,526  348,976  － 348,976

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 186 223 1,592  2,003  △2,003 －

計 193,362 154,497 3,119  350,979  △2,003 348,976

営業利益又は営業損失（△） 13,900 5,573 117  19,591  △5,450 14,140
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 （注）１．事業区分の方法 

事業区分については、当社の事業目的に従って区分しております。 

２．各区分に属する主要な内容 

３．会計処理方法の変更  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）  

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益がシステムイン

テグレーション事業で111百万円減少しております。サービス＆サポート事業への影響は軽微であります。

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

（受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準に関する会計基準）  

 第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用

しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 
  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。 

  

    当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

    該当事項はありません。 

システムインテグレーション事業 …… 総合情報システムの調査分析・設計・導入、搬入設置工事、ネッ

トワーク構築、パッケージソフト導入、ソフトウェア受託開発、

その他関連サービスの提供 

サービス＆サポート事業 ……………… 総合情報システムのサプライ供給、テレフォンサポート、保守、

システム運用受託、データ復旧の各サービス、スクール教育及び

パッケージソフト運用指導並びにホテル事業 

その他の事業 …………………………… 建築、自動車（修理・販売）、保険、印刷 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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    当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 ２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。  

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 3,339.79円 １株当たり純資産額 3,219.46円

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成22年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成21年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  106,201  102,779

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 659  1,039

（うち少数株主持分（百万円）） ( ) 659 ( ) 1,039

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 105,541  101,740

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 31,601  31,601

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 218.14円 １株当たり四半期純利益金額 251.93円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
218.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
251.80円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（百万円）  6,893  7,961

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  6,893  7,961

期中平均株式数（千株）  31,601  31,601

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  △4  △4

（うち関連会社に対する親会社の持分比率変動に

よるもの（税額相当額控除後）（百万円）） 
（ ） △4 （ ） △4

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。  

  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。  

  

該当事項はありません。   

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 17.24円 １株当たり四半期純利益金額 28.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
17.04円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（百万円）  544  903

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  544  903

期中平均株式数（千株）  31,601  31,601

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  △6  －

（うち関連会社に対する親会社の持分比率変動に

よるもの（税額相当額控除後）（百万円）） 
（ ） △6 （ ） －

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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（注）上記の中部支社は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して、縦覧に供す

る場所としております。 

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月11日 

【会社名】 株式会社大塚商会 

【英訳名】 OTSUKA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大塚 裕司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大塚商会関西支社  

（大阪市福島区福島六丁目14番１号） 

株式会社大塚商会中部支社 

（名古屋市中区丸の内三丁目23番20号） 

株式会社大塚商会神奈川営業部 

（横浜市神奈川区金港町１番地４号） 

株式会社大塚商会京葉営業部 

（千葉県船橋市葛飾町二丁目340番） 

株式会社大塚商会北関東営業部  

（さいたま市中央区上落合八丁目１番19号） 

株式会社大塚商会神戸支店 

（神戸市中央区磯上通八丁目３番５号） 

株式会社東京証券取引所   

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表取締役社長 大塚裕司は、当社の第50期第３四半期（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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